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研究成果の概要（和文）：　　本研究では、家父長的な伝統的イスラーム家族法の根幹をなす夫に課せられた妻の扶養
義務と妻に課せられた夫への服従義務に着目して、マレーシア、モロッコ、エジプト、アラブ首長国連邦を中心とした
イスラーム離婚法制について比較法学の観点から分析した。とくに着目したのは離婚の財産的効果であり、男女の不平
等が夫婦契約や婚資等により抑制されていること、マレーシアの場合にはマレー慣習がイスラーム家族法の家父長的構
造を減じる役割を果たしていることを明らかにした。また、近年のイスラーム家族法制が「法と政治」の論点を含むこ
とも明らかにした。

研究成果の概要（英文）：This comparative study explores modern Islamic divorce laws in Malaysia, Morocco, 
Egypt and UAE with special focus on the patriarchal legal character largely based on the reciprocal 
relationship between the husband's obligation to maintain his wife and the wife's obligation to obey her 
husband. Such a reciprocal relationship causes unequivocal relationship between a husband and a wife. In 
this study, inequality between a husband and a women under the orthodox Islamic family law is, to some 
extent, has been modified by a marriage contract and dowry. Adat in Malaysia also have given effect on 
modifying it by the regime of division of property between a husband and a wife. In addition, politics 
largely affects to shape current Islamic family laws and institutions.

研究分野：比較法学
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１．研究開始当初の背景 
イスラーム家族法を適用する国家の多く
は、二十世紀以降その成文化を進めており、
離婚の領域においては夫婦に不均衡な離婚
権是正が立法上の課題とされてきた。これら
諸国は、扶養と服従の対価関係を維持したま
ま、夫婦に不均衡な離婚権の是正を試みてき
た。しかしながら、妻から離婚請求する際に
多用される夫の扶養義務不履行を原因とす
る離婚において、妻の夫への服従が成立要件
の一つとされることから当該離婚成立が極
めて困難となる事件が散見されるマレーシ
アの例に象徴されるように(例えば、拙稿「イ
スラーム離婚法改革の論理とその特質」アジ
ア法研究第 4 号、2010 年)、このような是正
には限界があることを露呈しているように
思われる。また、家父長的な伝統的イスラー
ム家族法の構造は、女性の就業率が高まって
いる社会状況にそぐわないとも指摘されて
いる (例えば、モロッコにつき、 Ziba 
Mir-Husseini, Marrige on Trial, I.B.Tauris, 
1997)。 
近年、イスラーム諸国におけるイスラーム
家族法をめぐる立法状況は、変動の渦に巻き
込まれているといっても過言ではない。 
まず、マグリブ諸国へ目をむけると、扶養
と服従につき、妻の服従義務を削除する法改
正が、チュニジア(1993 年)、モロッコ(2004
年)及びアルジェリア(2005年)で行われた。モ
ロッコ家族法典(2004 年法律第 70-03 号)は旧
法を全面改正したものであり、とりわけ妻の
服従義務を削除した点で、ジェンダー平等を
掲げるムスリムの活動家(例えば、マレーシア
のNGOである Sister in Islam)やジェンダー
の観点を踏まえてイスラーム家族法を研究
する学者の間で高く評価されている(例えば、
Welchman, Lynn, “A Husband’s Authority”, 
25 International Journal of Law, Policy and the 
Family 1, April 2011)。もっとも、同法典につ
いては、旧法と比べて伝統的イスラーム法か
ら大幅に乖離したという印象はない、とも評
価されている(柳橋博之「モロッコ」柳橋博之
編著『現代ムスリム家族法』日本加除出版、
2005年)。 
次いで、イスラーム家族法の成文化が遅れ
ていた湾岸諸国に目を向けると、オマーン
(1997 年制定)、アラブ首長国連邦(2005 年制
定)、カタール(2006年制定)、バーレーン(2009
年制定。スンニ派市民に限って適用)において
初めてイスラーム家族法が制定されている。 
最後に、アラブ世界にとどまらず他のイス
ラーム諸国へもその法令が影響を与えるエ
ジプトに目を向けると、女性の離婚請求権拡
大をめぐって、家父長的な伝統的イスラーム
家族法の根幹をなす概念でもある夫の妻に
対する「支配」にも関わって、激しい論争が
繰り広げられている (例えば、Welchman, 
Lynn, Women and Muslim Family Laws in 
Arab States, Amsterdam University Press, 
2007, pp.107-132.)。このような近年のイスラ

ーム家族法制については、その立法を比較検
討するもの(例えば、Welchman[2007])、ある
いは個別の国について紹介するもの(例えば、
真田芳憲・松村明編著『イスラーム身分関係
法』中央大学出版部、2000 年;柳橋[2005])が
ある。また、近年、ジェンダーの視角を用い
る国外の研究者の間で、扶養と服従に着目し
たイスラーム家族法研究への関心が高まり
つつある  (例えば、 Lama Abu-Oden, 
“Modernizing Muslim Family Law”37 
Vanderbilt Journal of Transnational Law 1043)。
もっとも、これらの本格的研究は始まったと
ころであり、個別の制度紹介・分析を超える
ものではない。離婚の領域においては、夫の
一方的離婚権制約と妻の離婚請求権拡大の
観点から、専ら、離婚原因・手続について議
論されてきた。近年の立法動向を踏まえたう
えで、イスラーム離婚法の運用状況、社会変
動とイスラーム離婚法の関係について、家父
長的な伝統的イスラーム家族法の根幹をな
す扶養と服従に着目して、横断的・総合的な
形で比較法的研究を行うものは存在しない。
これは決して国内にとどまるものでなく、国
外においても各国の制度紹介・分析を超える
研究はほとんど存在しないのが現状である。 
 以上述べたことから、本研究は従来の国内
外の研究動向とは異なり、イスラーム離婚法
についての新たな視角からの横断的・総合的
研究と位置づけることができる。 
 
２．研究の目的 
 本研究は、社会的・経済的な関係が、近年、
急速に密接になってきたイスラーム諸国に
おけるイスラーム法の現代的変容を探る手
がかりとして、マレーシア、モロッコ、エジ
プト及びアラブ首長国連邦を比較対象とし
たうえで、とくに家父長的な伝統的イスラー
ム家族法の基底にある夫の扶養義務と妻の
服従義務という対価関係に着目して、それぞ
れの国におけるイスラーム離婚法に係る立
法及びその運用状況、並びにジェンダーに係
る社会変動とイスラーム離婚法制の関係を
横断的・総合的に分析・検討することを通じ
て、現在、変動期にあるイスラーム離婚法制
変容の方向性を明らかにすることを目的と
する。 
 
３．研究の方法 
 本研究は、近年のイスラーム家族法に係る
立法改革の中でも、その背景・変遷において
特徴的な四カ国を比較して、①イスラーム離
婚法に係る立法及びその運用状況、並びに②
ジェンダーに係る社会変動とイスラーム離
婚法制の関係を横断的・総合的に分析・検討
することを通じて、イスラーム離婚法制変容
の方向性を提示するものである。具体的には
次の３つの課題について検討を行う。 
【第１の課題】比較対象国である四カ国(マレ
ーシア・モロッコ・エジプト・アラブ首長国
連邦)におけるイスラーム離婚法制をめぐる



議論状況を整理した上で、①扶養と服従、②
夫の一方的離婚権制約と妻の離婚請求権拡
大、③扶養と服従の対価関係から生じる離婚
の効果における弊害とその抑制を中心に、イ
スラーム離婚法制に係る立法動向について、
相互の関連性・共通性を踏まえつつ検討する。 
【第２の課題】【第１の課題】で挙げた①～
③をめぐる裁判等における運用状況につい
て、実体法上の権利・義務関係の要件・効果
のみならず、手続法の観点も踏まえて検証す
る。 
【第３の課題】【第１の課題】・【第２の課題】
の検討により得られた結果を踏まえて、上記
四カ国におけるイスラーム離婚法制変容の
方向性を提示する。  
 
４．研究成果 
 (1) イスラーム家族法制：法と政治 
多くのムスリム諸国において法・司法制度
の近代化は、シャリーアの適用領域を家族及
び一部の宗教的事項へ限定することを意味
し、ときに、シャリーアと西欧法との「混合
法（hybrid law）」を実体法及び手続法におい
て創出することとなった。結果として、これ
らムスリム諸国においてイスラーム法の適
用を支持する者達にとって家族法は、国家法
としてシャリーアを適用する最後の砦とし
て守るべきものとなったと言っても過言で
はない。それ故、家族法から生じる問題が公
的空間において議論され、これまで、タラー
ク（talaq）（夫の専断的な裁判外離婚）、女性
の離婚権、監護権や一夫多妻が論争の的とな
ってきた。これらの論争からは、イスラーム
法学の下での保護者・扶養者（qawwa

_

m）の
概念と、そこから派生する夫の扶養義務・妻
の従順義務という夫婦の対価的な権利義務
関係に基づいた伝統的な婚姻制度を現代に
適合させるにあたっての葛藤が看取される。
そこにおいて国家は、シャリーアの法典化だ
けでなく、近代のシャリーア司法制度の構築、
イスラーム行政機構創設やシャリーア司法
を担う法曹の養成などにおいても極めて重
要な役割を果たしてきた。例えば、国によっ
ては離婚原因ともなり得る一夫多妻につい
てのマレーシアの論争は、シャリーアの成文
化が選択的かつ政治的交渉の産物であるこ
とを示している。また、シャリーアをめぐる
論争は、現代におけるイスラームに関する言
説やシャリーアの法典化が、もはや、伝統的
な権威だけに独占されるものでないことを
明らかにしている。すなわち、ムフティー
（mufti

_

）やウラマー（‘ulama
_

’）といった伝統
的なイスラーム法学者だけが、イスラームに
関する言説を支配する状況にはもはやなく、
このことが現代における多様な「イスラー
ム」の解釈の源となっている。 

 
(2) イスラーム離婚法：離婚原因 
マレーシアにおいてモデル法として起草さ
れた連邦直轄領・イスラーム家族法（Islamic 

Family Law Act 1984. 以下「IFLA」と称す）
第47条は、裁判所の一方的離婚請求手続にお
いて夫に効果意思の存することを確認するこ
とを定めて過度な形式主義を是正している点
で、アラブ諸国の一般的傾向と同じである。
IFLA第47条が定める一方的離婚の裁判手続
は、最も厳格な手続を定めるモロッコ家族法
典に比類しうる。しかしながら、IFLA第55A
条においてかかる裁判手続にしたがわない一
方的離婚であっても有効に成立しうると定め
ているため、第47条の意義は大きく損なわれ
ている。ただし、裁判手続によらない一方的
離婚の有効性を認める点は、アラブ諸国の一
般的傾向―すなわち、「アラブ諸国の多くは、
正式登録手続を設けて、裁判離婚を標準化す
るために様々な措置を講じてきたとはいえ、
裁判所外の一方的離婚の有効性を完全に否定
するという急進的な措置は講じていない」
［Welchman 2007: 122］―と同じである。女
性の離婚権拡大を裁判離婚原因の増加やフル
ウの方式の拡充を通して図っている点も、同
じである。夫の扶養義務不履行を原因とする
離婚訴訟においては、マレーシアは夫の資力
に関係なく扶養義務不履行の事実をもって離
婚が成立すると解釈している点で、大半のア
ラブ諸国よりも離婚成立の要件が緩和されて
いる。制定法におけるマレーシアの離婚手
続・原因に関する離婚法改革は、アラブ諸国
の一般的傾向と大差ない。むしろ、裁判官の
裁量的判断に委ねられている規定や「加害」
のように解釈いかんではかなり柔軟に利用で
きる規定の解釈にこそ、固有の特質が見出さ
れることとなろう。 

 
(3) イスラーム離婚法：離婚の財産的効果 
伝統的イスラーム家族法の下では、女性に財
産獲得能力を期待されておらず、婚姻中は夫、
離婚後は女性の親族が女性の扶養義務を負
う。夫への服従義務を負う妻は、原則として、
婚家を離れる場合には夫の許可が必要であ
り、就労には夫の許可を要する。依然として
男性の一方的離婚宣言による離婚が成立し、
かつ慰謝料制度が十分に機能していない大
半の諸国では、実際のところ、離婚によって
女性は経済的困難に直面しやすい。比較対象
国中、マレーシアを除く国は、伝統的イスラ
ーム法に基づいて夫婦別産制を採用してい
ることも、離婚の財産的効果について女性に
不利に働く。もっとも、離婚に夫婦契約や後
払い婚資がこれを緩和する役目を果たして
いる。他方、マレーシアでは、マレー慣習（ア
ダット）が夫婦共有財産を認めており、妻の
家事寄与分も離婚における財産分与で考慮
される余地が残されており、また夫側からの
離婚請求の場合は妻への慰謝料支払いが裁
判で認められるなど、離婚の財産的効果にお
いては、アラブ諸国よりも女性に苛酷な状況
をもたらさないような制度設計となってい
る。 
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